研修出張様式１

研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　　　職　種　精神保健福祉士　　　　氏　名　須々田　珠実

	期　　間　　平成22年　2月　26日　～　平成　22年　2月　27日

	出張目的　　第１回全国権利擁護支援フォーラム

	出 張 先　　東京都市ケ谷　法政大学外濠校舎

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

· １日目、2日目を通してわかりやすい講義内容であり、実際に権利擁護支援を行ううえでの問題等、忌憚のない意見が聞けたように感じた。

· 参加者は約200名程度。地方からも多くの方が参加している様子。多くの方が関心をもって研修に参加していることがうかがえた。

· 成年後見制度が施行され10年が経過。今までスティグマ問題はおきていないという報告から、禁治産者よりもイメージが良く、活用についてあまりためらわずに利用されている方が多い印象を受けた。

【研修要旨】

平成22年2月26日（金）13：30～16：30

1　開会の挨拶

全国権利擁護支援ネットワーク代表　佐藤彰一氏

　昨年度より独立行政法人福祉医療機構（WAMNET）の助成を受けて「全国権利擁護支援ネットワーク」の構築と組織化に取り組み、2009年9月5日に設立総会を行い、正式に発足した。

2009年12月1日現在正会員19、賛助会員6、計25団体が加入しています。

権利擁護支援センター等の設置や権利擁護支援システムの構築の動きも具体化してきています。

国レベルで大きな転換点を迎えて、成年後見制度の改正や障害者を含めた虐待防止の取り組み等、権利擁護に関する動きも進行しつつあるようです。

全国6ブロックで地域フォーラムを開催してきたが、このような経過を踏まえて今年度の活動のまとめとして、行うものです。今後の活動内容や権利擁護支援の推進を図るための課題提起となることを願っております。

取り組みの経過　全国権利擁護支援ネットワーク事務局　上田晴男氏

2　全国権利擁護支援ネットワーク組織化事業の経過報告

地域の権利擁護支援の推進をめざして～開催趣旨と取り組みの経過～

[全国権利擁護支援ネットワーク設立趣旨]

· 増大する（高齢者・障害者の）多様な権利擁護支援ニーズへの社会的な取り組み

· 地域における権利擁護支援活動の推進

· 多様な権利擁護支援活動の推進

· 権利擁護の支援手法の標準化・普遍化

· 権利擁護システムの構築と具体化の為の法制度の整備

「ネットワーク」の目的と役割

· 権利擁護支援活動団体の交流と協働～情報交換・課題共有を通して～

· 地域の権利擁護支援活動の推進～地域啓発・フォーラム等を通して～

· 地域における権利擁護システムの構築～調査研究・施策提言等をとおして～

「ネットワーク」の原則

· 「目的と役割」の共有

· 自由でゆるやかなつながり

· 地域性、独自性の尊重

全国権利擁護支援ネットワークの特色

· 「権利養護支援ネットワーク→「成年後見」のネットワークではない

· 地域の権利擁護活動のつながり→地域性独自性持つ多彩な団体・個人のつながり

· 様々な専門職の連携→法律職と福祉職を中心として

全国権利擁護支援ネットワーク参加の意義

· 各団体における実践の社会的な評価の機会→情報発信、実践発表

· 実践活動への還元→情報交換、実践交流

· 権利養護支援活動の推進→課題共有、課題解決の検討

· 地域の仕組み作りへの反映→調査研究事業等

· 国の法制度整備の推進→施策提言

この間の取り組み経過1,2

· 全国６カ所でフォーラムを開催

今後の「全国ネット」の展開

· 地域の権利擁護支援活動のバックアップ→情報提供・実践交流　新たな仲間（権利擁護活動団体）の確保

· 多様な権利擁護支援活動の普及・啓発→各団体の実践活動の紹介と啓発（DVD制作や出版物の発行を計画）

· 地域における権利擁護支援システム構築をめざして→「権利擁護に関する施策提言」の発表

「全国権利擁護支援フォーラム」における検討課題

· 権利擁護支援としての成年後見の課題～成年後見１０年を迎えて～

· 地域における権利擁護支援ニーズとシステム構築の必要性～虐待防止と権利擁護システム～

· 地域の権利擁護支援の推進をめざして～全国権利擁護支援ネットワークからの提言～

すすめよう　権利擁護ひろげよう　支援の輪

· ここでの議論を地域の権利擁護支援システム構築をつなげよう

· この場を交流の機会としてご活用下さい

· 日本の権利擁護推進の一つの力として、このつながりが活かされますように御支援下さい

3　パネルディスカッシヨン１

テーマ「権利擁護としての成年後見の課題と提言」

パネリスト

○日本弁護士連合会（大阪弁護士会）　　　　　　久岡英樹氏
○成年後見センター・リーガルサポート　　　　　芳賀　裕氏

○日本成年後見法学会（筑波大学教授）　　　　　上山　康氏

○日本社会福祉士会（副会長）　　　　　　　　　田村満子氏

コーディネーター

佐藤彰一氏（全国権利擁護支援ネットワーク代表：法政大学法科大学院教授）

○日本弁護士連合会（大阪弁護士会）　　　　　　久岡英樹氏

「権利擁護としての成年後見の課題と提言」

1）　成年後見制度に対する基本的な考え方（私見）

新しい成年後見制度は、自己決定権の尊重、現有能力の活用、ノーマライゼーションの理念にもとづき、判断能力が不十分である人が、自己決定に基づき自らの権利主体性を確立し、地域で尊厳を持ってその人らしく暮らしていけるようにその人を支援し、権利を擁護していくことであることを目指す制度であると理解する。

2）　10年の評価（私見）

1 従来の禁治産者の考え方財産の保護から、身上監護も含めた生活支援制度という理解になってきたが、なおまだ財産を減少させずに次の相続人に引き継ぐことがしょくむであるという理解も尚まだ存在する。

2 理念は段々広まりつつあり１７万件に達しているが判断能力が不十分で福祉サービスとしてまだまだ十分ではない。

3 福祉サービス契約化に伴い福祉サービス利用と成年後見の関係は一体で今後申立てが急増することが予想される。

4 そもそも3累計（後見、保佐、補助）に一率に分ける制度に問題がある。

5 市町村申立ての件数を全国的に増やす取り組みが必要である。

6 親族後見人の比率が少しずつ低下し第三者後見人の選任数が増えている。

7 成年後見人等の不祥事が増えている。後見商法とも言うべき被害が生じている。信頼を確保するために対策が必要である。

3）　地域における高齢者・障害のある人の権利擁護支援としての成年後見制度を活用する上で改善すべき課題（私見）

1 制度の一層の改善（手続きが煩雑、費用がかかる）

2 3累計の廃止あるいは柔軟化

3 利用者に制度の理解を正確にしてもらう

4 福祉サービス現場の意識改善判断能力がなくても契約締結ができるように

5 市町村等行政担当者の理解

6 実質が伴った専門機関同士の連携、ネットワーク

7 家庭裁判所の役割の再検討（ネットラークへの参加）

8 支援する公的組織（権利擁護センター）の設立

9 虐待や不適切処遇や介護に対処するためのシステムの確立

10 成年後見人の職務能力の向上

11 第三者後見人等の確保と室の向上

12 第三者後見人の報酬の確保

４　改善に向けた具体的な提言

（1）日本弁護士会連合会の改善提言

1 申立て手続きの簡略化

2 鑑定手続きの省略

3 登記アクセスの改善

4 審判書及び登記事項の改善

5 銀行実務の改善

6 報酬制度の明確

7 医療同意と後見人の職務

8 本人死亡後の後見任務の範囲

9 市町村申立ての活性化

10 成年後見人等報酬の公的援助の抜本的拡充

11 成年費後見人の選挙権の確保

· 検討課題

1 補助制度の活用

2 第３者後見人等の受け皿

（2）「任意後見制度に関する改善提言」

　　　　時間の都合で説明はなし

○「権利擁護としての成年後見の課題と提言」

社団法人成年後見センター　リーガルサポート　理事長　芳賀裕氏

1　社団法人成年後見センターリーガル・サポートの活動紹介

2　成年後見の社会化

（1）意志能力の補完により権利擁護を図る制度

①補完性の原則

（2）現実の利用動機

（3）法人後見

（4）利用促進を図る方策

3　後見実務上の課題

（1）法定後見

①成年後見人等の職務の捉え方

権利擁護のセーフネットとして活用される制度とするために｛本人の最善の利益｝の明確化を図る必要がある。

ア　後見人の職務・・・財産管理と身上監護

イ　職務指針の必要性

（2）任意後見

①本人意思の確認

②代理内容の精査

③任意後見監督人の選任義務

④悪用防止

（3）後見登記

①登録事項の記載・・・後見人等の住所・事務所

②登記事項証明書の記載事項

ア　法定後見における証明事項

· 保佐の同意権。取消権

· 日常生活に関する行為が取消権の対象外である旨

· 後見監督人選任の有無

イ　任意後見における証明事項

· 未発行の任意後見登記事項証明書では{任意後見人予定者}という記載にするとう、発効、未発効の別を明確にすべき

4　現行の成年後見制度上の課題

公的支援制度の構築　

①全国統一の公的支援組織の設置

②経済的支援体制の確立

　　　　市民後見人の養成と指導監督

①後見人協会の認定

②全国統一「成年後見ガイドライン」の策定

③専門職団体との連携協力体制の確立

家庭裁判所における後見等監督の課題

　　①後見等監督事件数の増加

　　②人的資源不足→監督の外部委託の可能性

○「権利擁護としての成年後見の課題と提言」筑波大学法科大学院教授　　上山　泰　　　　

（1）成年年後見制度に対する基本的な考え方

1 法務省の見解～財産管理のシステム（旧制度と基本的に同質）

2 現実の機能～生活保護利用者を含む低所得者層の広範な利用　公法上の申請代行等、権利擁護機能

3 国、地方自治体の公的関与（経済支援含む）による「成年後見の社会化」の完成

（2）10年の評価

成年後見制度の一般化と現行制度の限界の露呈

1 利用件数の着実な増加　とりわけ成年後見類型・･禁示産者よりイメージはよい

2 法人後見を含む第3者後見の役割拡大

3 第3者後見人の活動における制約の顕在化（身上監護権限、マンパワー問題等）・・報酬面で難しくなっている

4 制度の体系的位置づけの矛盾・・家族の後見は死後も医療の同意権もあるが第3者は出来ない。

5 介護保険と同時実施という政治的制約に伴う駆け込み改正の限界露呈・・名称を換え看板を書き換えただけである。

（3）地域における高齢者・障害者の権利擁護支援としての成年後見制度を活用する上で改善すべき課題

1 身上監護権限【医療同意権、居所指定権など】に関する法の未整備

2 死後の事務に関する法の未整備

3 成年後見の転用問題（たとえば、選挙権制限等の欠格事由事由問題）に関する未整備

4 経済的支援を含む行政の役割の不明瞭性

5 後見報酬・費用の不透明性

6 後見人支援機能の未整備

7 形式的・画一的な制限行為能力制度の存続

（4）改善に向けた具体的な提

1 成年後見制度利用支援事業の見直し（必須事業化等）・再整備

2 生活保護における後見扶助（後見報酬対象）の創設

3 首長申立の義務化

4 やむをえない措置の適正な活用と成年後見との連動性の確保

5 成年後見報酬・費用の透明化（報酬算定基準等の明確化等の情報開示）

6 家庭裁判所の地域ネットワークへの取組み（家裁主催の連絡協議会の活性化等）

7 後見支援団体の役割の明確化と機能強化（家族後見人支援機能等）

8 ｛成年後見の新たなグランド・デザイン（制限行為能力制度の撤廃、類型の一元化等）

（5）各団体としての成年後見制度に関する今後の取組み

1 市町村における成年後見制度の利用と支援基盤整備の為の調査研究会円卓会議（仮称）開催

2 第7回学術大会（分科会：制度改正、能力制限の廃止・縮減、高次脳機能障害、貢献の担い手

の支援）

3 成年後見法世界会議開催

「権利擁護としての成年後見の課題と提言」社)日本社会福祉士会　田村　満子

１　社団法人日本社会福祉士会の成年後見制度に関する取り組み

権利擁護センターぱあとなあの理念

　財産管理が大きくクローズアップされ本人を管理するという考え方になってきた。

２　身上監護中心とした後見活動から見えてきたもの

○民法の改正・運用の改善が求められる事項

　　　　　医療の同意

　　　　　死後の事務

　　必要なときにタイミングよく活用されていない

３　身上監護中心とした後見活動から見えてきたもの

○周辺法の改正・運用の改善が求められる事項

　　保護者

　　選挙権等欠格事項

　　低所得者・生活保護受給者　

　　　　　　成年後見制度利用支援事業

社会福祉士会は身上監護を意識的にやってきたが、市民後見人が活動する中で不正が起きてきている。

財産が０や虐待事案、など生活を立て直すというケースのけいこうがある。

４　成年後見制度周知・啓発の必要性

制度活用時期判断と支援者等周囲の理解

金融機関の認識

虐待対応のおける迅速な制度活用

５　地域を基盤とした仕組みのあり方を問い直す必要性

　　家庭裁判所における後見事務のあり方

　　公的後見センターの構想

　　自治体・家庭裁判所・職能団体・関係機関の関与

　　公的後見人と市民後見人

　意見交換

1 身上監護の部分は社会福祉士が担っている

2 親族の遺産分割や交通事故によりお金を法的に処理しなければならないケースは弁護士や司法書士が担っている

3 上山教授からドイツの職業後見人は報酬がもらえて専門家として、成り立っているが、日本の後見はそれだけで報酬制度がはっきりしないため、めしを食っていけない。報酬体系を確立することが大切。

4 裁判所の人的な不足により限界が来ているの今後権利擁護支援センター等の設置が急がれる。

5 家族、親族後見などに子供の財布と自分の財布が同じで家族の財布は一つという意識があり、不祥事が多発している。

6 親族後見の支援体制を確立することが今後必要になってくる。

２月２７日２日目
４　パネルディスカッションⅡ

　テーマ　「地域における権利擁護システムと権利擁護支援センター」

パネリスト

　厚生労働省老健局高齢者支援課　　千葉登志雄氏

　伊賀地域福祉後見サポートセンター　田辺寿氏

岡山高齢者・障がい者ネットワーク懇談会　竹内俊一

小樽市における成年後見センター設置等検討委員会　関口由紀子氏

コーデイネーター

上田晴男氏（特定非営利活動法人PASネット）

高齢者虐待の現状と課題

　厚生労働省　高齢者支援課

　　　　認知症・虐待防止対策推進室長　千葉登志雄

· 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の高齢者の推計人数年々増加傾向にあり、２０２５年団塊の世代が後期高齢者になるときは３２３万人になると推計

· 平成20年度　高齢者虐待防止法に基づく対応状況等調査結果の概要

相談件数　20年度：451件　19年度　379件　で72件の増（19.0パーセント）なかでも身体的虐待が74.3パーセントで多い。

· 毎年養介護施設従事者による虐待も増加しているその場合指定取り消しも場合によってはありえる。

· 養護者による虐待と対応

今までは嫁が多かったが息子による虐待が40.2パーセントになっている。

市町村における対応窓口の設置状況は99.2パーセントとなっている。

いかに早く見つけて連携を図り潜在的な虐待をなくするように公助、共助、互助をいかに組み合わせるか重要である。

人口の１パーセントが見守り程度であり、見守りセンターとしてインフォーマルを機能させて、解決への道筋としていくことが重要である。

地域における権利擁護システムと権利擁護支援センター

　　　　三重県伊賀市社会福祉協議会　（伊賀地域福祉後見サポートセンター）

· 伊賀の地域概況

· 伊賀地域における高齢者等の権利擁護支援ニーズの状況

権利擁護課をもうけて　伊賀地域権利擁護センターで日常生活自立支援事業をやっている

精神障害者のケースが多くなっている62件ある

· 伊賀地域福祉後見サポートセンターの設置経過と取り組み状況

今年からセンターにおいて保佐類型の福祉後見人が誕生し、保佐監督人には社会福祉協議会が受任している。

· 伊賀地域福祉後見サポートセンターの業務内容

成年後見制度利用支援

成年後見制度を必要とする人や、申立をしようとする人に対して、後見を利用しやすくするための業務を行う。

（1） 市民や関係機関からの成年後見制度等の相談を受け助言する。

（2） 市民や関係機関への権利擁護に関する情報を提供します。

（3） 成年後見制度等申立ての手続き方法についての支援を行います。

（4） 成年後見制度利用支援事業の利用を含む市長申立について、連絡調整及び支援を行います。

また、虐待等の不適切な事例に対しては、関係機関と連携しながら必要な対応をおこなう。

· 福祉人材バンク

· 後見人サポート

· 啓発・研修

· 法人後見支援

· 課題

　　　　専門職の確保・多様な組織間の連携・協働・利益相反対策（リスク対策）・組織の維持（財源対策）

近年は親族等で保証人等を確保出来ないために、保証機能を金儲けの対象として営業する事業所まで心材しており、今後は地域における支え合い活動の一環として解決するための仕組み「（仮称）地域福祉あんしん保証システム」づくりを進めている。

高齢者・障害者に対する権利擁護支援についての岡山の取り組み

　　　　　　　　岡山弁護士会　弁護士　　竹内俊一
・岡山高齢者・障害者権利擁護ネットワーク懇談会

　　県全域のすべての専門職・市民・行政等の結集

・高齢者・障害者なんでも相談会

無料・予約無し・時間無制限・ワンストップ（たらい回ししないで同時にきく弁護士社会福祉士司法書士）

・支援ネットワークによる法人後見

弁護士・社会福祉士ペアによる顔の見える後見

・虐待対応専門職アドバイザーチーム

· NPOおかやま入居支援センター支援　精神障害者の地域移行促進　長期入院をなくする

· NPOゆずり葉の会支援　知的障害者等の親亡き後問題対応法人後見　重度の家族の９割が申立をしている自分たちが世話出来なくなった場合にそなえる。

· 市民後見人養成事業支援
· 権利擁護センター構想　倉敷市において準備研究中

小樽、北しりべし後見センター設立準備委員会　関口由紀子

　小樽市における高齢者／知的障害者　精神障害者がかかえる生活問題

　　65歳以上の高齢者が4人に一人の割合で障害者を含め成年後見制度利用該当者はおよそ、5,000人になると考えられている。

　知的障害者施設にあっては入所者の金銭管理は身元保証、身元引受人である親族が、本人に代わって権利しているが、その多くは親であり、親の高齢化に伴い、本人との関係性がどんどん希薄な親族に移行してきており結果として誰からも監督されず、意志能力に問題のある人の代理行為を無権限で行っている。

施設にたいして、本人のための費用の支出を渋る保証人も出てきている。反面施設側の問題点も指摘されている。

施設が本人の貯預金や年金を盾に地域生活を許さないなどの相談も寄せられている。

今後の課題

· 日常生活自立支援事業が成年後見制度利用までいたらないで、積み残したままになっている。

· 専門職後見人確保と有効活用である

· 市民後見人の養成と活用である

権利擁護支援の推進とシステム

　　　　全国権利擁護支援ネットワーク事務局

　　　　　　提言の３つの柱

· 権利擁護支援としての成年後見制度の確立

· 虐待防止・支援体制の整備・充実

· 地域における権利擁護支援システムの確率

【考察】　　　　　　　　　　　　　　　　

地方から参加されている方の多さから、権利擁護支援についての関心の深さ、そして都心部に限らず、地方においても世代間交流の希薄さからくる問題が表面化してきていることが感じられた。それと同時に支援課程での問題点の解決策等を模索している様子もうかがえた。

権利擁護支援の中の成年後見制度の活用、現状等が当フォーラムの主な内容であった。そのうち特に気になったこととして、家族後見人のサポート体制の不足が挙げられる。家族後見については、今まで利用者の家族からも質問を受けることがあった。家族後見で特に問題となっているのが、経費処理の甘さである。また高齢者の家族後見からは意見がきかれないが、知的障害者、精神障害者の後見人となっている家族は一様に今後の不安を述べているとのこと。親なきあとの子供たちの将来、そして今後老いていく自分が後見活動をいつまで続けられるかが訴えの主な内容である。成年後見制度利用をすすめるにあたって特に必要なことであると感じた。利用後の支援体制について司法機関（家庭裁判所）では現状対応することが困難であることが後見人制度の利用者数の向上や家族後見人の不祥事件数などから考えても明らかである。私達専門職ができることとして、成年後見制度の利用を推奨していくことも大切であるが、成年後見制度を利用した後の支援も十分におこなっていかなければならないと感じた。今回の研修を通して、成年後見制度について改めて知識を得ることができたと同時に、現場で起きている問題点等についても知ることができた。特に権利擁護支援を行う上でも当事者の背景に家族がいること、そしてその家族の支援を適切に行うことで当事者の権利擁護に繋がることを再認識することができた。今後の業務においても家族を含めた支援を心懸けていきたい。
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